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公職別選挙運動とメディアに関する 80年代アメリカの研究（神汀．）

第三章 選挙運動一般

第一節

本節では，

現職選挙

主として現職が行なう選挙運動の多様なスタイルを取り上げ

ることにする。

米国の議会選挙では，現職の優位，挑戦者の不利という傾向が最近特に

注目され始めた。優位性は，現職の集票力の面で言われる場合と現職の候

補者としての評価で言われる場合とがある。一部に異論があるものの両面

での優位の事実は確認されているとみてよい。問題は，

だ要因の探究である。要因論の態様でいえば，第一に選挙人の自発的な態

その優位性を生ん

度変化によるもの，第二に現職側の各種コミュニケイション媒体を通した

運動の結果として生じるもの， という二つの説明モデルが考えられる。

第一のモデルでは現職は選挙における支持獲得に必要な意図的努力が軽

減される。いわば現職であるということ自体が，政党支持が弱化し投票手

掛り votingcueを求める選挙人の意思決定手段を提供することになると

いう訳である。 しかし， このモデルは余り採用されずに， ここで取り上げ

た80年代の研究では，むしろ第二のモデルにつき多様な議論が展開される。

現職の意図的努力の対象範囲は議会・議員活動の諸側面に渡っており， メ

ディアも直接的接触，物的金銭的媒体， マス・メディアと多種多様である。

そして，特定の用役メディアーケースワーク caseworkなどは当初の研究

目的から離れ始め，独立した研究領域を形成しつつあるかにみえる。 しか

三

し， その行き着くところは， あくまで，現職の選挙運動の効果の説明に寄

与出来るかどうかであろう。

検討は，上の第二のモデルに関連する多様な現職の選挙運動をケースワ

そして雑多なコミュニケイションスタイルーク，連邦支出（＝利益誘導），

の順序で行なう。第一のモデルについては， 一括して現職優位というテー
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マで纏めて紹介する。

ケースワーク・コミュニケイションスタイル

ケースワーク。研究者達の関心はケースワークが行なわれる要因と選挙

における現職への投票増効果に焦点が当てられている。

要因論のうち， ジョアンヌは83年の研究 (Johannes,1983)で，何故ある

議員は選挙区民サービスを行ない他は行なわないのかということを明らか

にするという目的のもとで， 11人の両院議員と106人の上院議員スタッフ，

248人の下院議員補佐役への調査データを用い，更に，議員・選挙区民両サ

イドのデータを付加して分析を行なった (pp.531-8)。ケースワークをよく

行なう者は，議員側の特徴によると，当選歴が少なく，保守派で，立法活

動が余り活発でなく，東部と都市出身の議員であった (pp.538-44)。選挙

区民の特徴でいうと，低教育程度の選挙区ほど議員がケースワークに熱心

となる， ということが示された。

ユイアンナキスの研究 (Yiannakis,1981)は要因論と効果分析を同時に

行なったものである。彼女は， ケースワークの行なわれる条件と投票意思

決定に対する効果を明らかにしようとする目的で，①低SES選挙区代表は

ケースワークを行なうことによって当選を確実にする，②代表への選挙人

の接触，救済事実の選挙人認知， そして選挙人と現職の政党支持ー所属政

党の一致によって選挙人のケースワーク要求が増加する，③現職が制御出

来ない変数（政党支持，挑戦者の顕著性）により，現職への投票が低下し，

選挙区民のケースワークヘの満足度と現職との政策合意の増加により投票

が増加する， というものであった (pp.3-5)。78年ANESの分析の結果，

仮説①は支持されず，②は支持，③は部分的支持であった (pp.7-11)。即

ケースワークヘの要求の源泉は，選挙区の低い社会経済的地位にあるち，

のではなく，代表による何らかの接触活動が前提とされることが明らかに

なった訳だが， それの現職への投票効果はケースワークについて非常に満

足している有権者につき大きいということが示されたのである。
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公職別選挙運動とメディアに関する 80年代アメリカの研究（神江）

ケースワークの票に対する効果について疑問を呈した研究もある。ジョ

アンヌら (Johannes,and McAdams, 1981)は，現職侵位の要因説明の中

で政策反応policyresponsivenessに関する研究が少なかったとして，政策

反応とケースワークの現職票への効果を比較する形で分析を行なった (p.

514)。分析は重回帰式によったものだが，独立変数の性格によって，選挙

区の集合データを利用したものと78年ANESの個人データを使ったもの

の二段に分けられた。第一段の分析では，議会での議員の演説回数，選挙

区の推定政党支持率，政策反応尺度（「民主的行動の為の米国人」団体＝

ADA得点マイナス72年マクガバンの選挙区得票による予測ADA得点）等

と比較して，ケースワークは現職の得票増に効果が無かった(pp.521-37)。

第二段の分析では，ケースワークを現職との総接触量と人れ換えて現職票

への効果を分析してみたが効果なしであった (pp.534-7)。

連邦支出。現職の立法活動による連邦支出 federalspendingの得票増効

果が問題とされることが多い。ケースワークと同じく，研究者の関心は，

当該立法活動の要因論とその効果の研究とに分かれることが多い。

要因論ではユイアンナキスの研究 (Yiannakis,1983)がある。彼女は，

メィヒュー Mayhew,D. が言う政策立脚positiontaking信用形成credit

claimingそして宣伝advertizing等について，全国的ー地方的，特殊的ー非

特殊的と次元を分けた修正モデルを作成し，そのうち，最も頻度が高く，

相互に独立な全国的政策立脚と特殊的信用形成を議員に促す要因の実証を

主題とした(p.1054)。特殊的信用形成の例としては，社会保障関連チェッ

クの早期支払いやダム改築等，いずれも選挙区への連邦補助による利益誘

導が対象となる。分析は， 1977年94-95議会の 6ヶ月間の下院議員の選挙

区民にあてた文書をデータベースとして進められた。仮説群は，政策立脚

指向については，高所得・高教育・同質的選挙区の出身で，極論派・多当

選・議会リーダーシップで高地位の議員がとりやすいが，信用形成の方は，

低所得・低教育・異質選挙区の出身で，低地位の議員がとりやすいという

ものであった (pp.1056-9)。分析の結果，政策立脚の方はほぽ全部，信用
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形成の方は一部の仮説が立証された(pp.1063-68)。特に，低所得選挙区と

高当選歴が信用形成と相関しており，「議員は，彼らの選挙区の客観的必要

に一定程度反応して特殊的利益の為の信用形成に関与するが，それは又，

特に当選歴という下院内の議員としての資源に制約されている」 (p.1068) 

ということが言えたのである。

連邦支出による現職の得票や選挙運動費支出への効果の研究事例として

フェルドマンら (Feldman.and Jondrow, 1984)が挙げられる。彼らは，

下院選挙における連邦支出の政治的価値の研究を目的として設定し，現職

が立っている各選挙区の1976,78, 80年のデータに基づき，①現職議員の

再選可能性は選挙区への連邦支出に関係ある，②連邦支出は，現職の選挙

運動支出に役立ち，新人の挑戦を阻む，という仮説を証明しようとした (p.

148, 159)。分析の結果，連邦支出変数は現職票を説明出来ず，前回の得票，

選挙区一人当たり所得，現職性（当選回数）等の方がよく説明したので仮

説①は拒否された (pp.153-5)。仮説②も支持されなかった (pp.157-9)。

各種コミュニケイションスタイル。アブラモウィッツ (Abramowitz,

1980)は，議会選挙候補者に影響するコミュニケイションスタイルを， 78

年ANESを利用することによって明らかにしようとした(p.635)。従属変

数は候補者に対する評価candidateevaluationであったが，分析の中で上

ー下院職種別に応じた評価の仕方と評価に影響を与えるコミュニケイショ

ンの相違が明らかになってきた。即ち，下院現職の方が上院現職より好意

的に評価され，挑戦者は上院の方が顕著である (p.634)。下院現職は挑戦

者より多く選挙人と直接的接触をするとともに，接触の好意的評価への規

定度も高い。上院候補者に対してはメディア接触が多く，選挙人による評

価は直接的接触より政党支持とイデオロギーによって規定される。又，下

院候補者では文書→テレビ→新聞の順序で，上院ではテレビが現職への好

意的評価に影響を与える，というものであった (p.635-6)。

議員候補者の文書による選挙運動についての研究が一件みられる。

カバー (Cover,1980)は，議員事務所役員に選挙区民へのメール (news-
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letters, questionnaires)に関する調査を行なうことによって，当選回数が

少ない場合と落選の「主観的subjective」危険性が大きい場合に選挙区への

メール量が増加する等という仮説を立証しようとした (pp.127-8)。1974,

79年の調査の分析の結果，仮説を証明した。即ち，現職は現職であるが故

にマスメディアによって知名度があり，選挙区民の意見を知悉し，議会活

動で多忙である等の理由で文書を通した選挙区民とのコミュニケイション

の必要性が減退するという訳である。

現職議員の帰省活動districtattentionについての研究が2件見られる

が，帰省活動の票への効果ではなく，それを促す動機・説明要因の発見に

関係した研究である。

パーカー (Parker,1980)は，議員の選挙区注意＝帰省期間（月平均週）

を説明する要因を，旅行補助，議会日程，選挙の接近，そして大統領の人

気と関係づけ，分析ではこの順序の説明力が存在することを証明した (pp.

541-7)。特に，旅行補助と下院の日程（休会期間）は，本来ゼローサム的

関係にある選挙区活動と立法活動とを共存させ現職有利に作用することが

分かった (p.548)。

同じく彼 (Parker,1980)は，選挙区注意を，当選歴効果（少当選歴者

は選挙区サービスを強調する），交替効果（選挙区関心の高い新議員の増

加），そして転向効果（旅行補助の増額により旧議員も選挙区サービスをや

りはじめた），という 3説明モデルをテストするため，議員特性の要因によ

り実証しようとした (p.118)。分析の結果，転向，交替両効果の存在を確

認し，当選歴効果を見出すことは出来なかった (pp.121-2)。

大統領の選挙運動の研究を一件紹介しておこう。

ウェスト (West,1983) は， 1980年の大統領候補者が予選•本選の遊説

を特定聴衆にいかに割り当てたかtravelallocationsということを知るこ

とによって，大統領候補者の選挙人連合coalitions形成方法を見出すこと

を研究目的に掲げた (p.516)。彼は， 11名の候補者の旅行日誌を資料とし，

イベント聴衆をカテゴリー化した上でイベント数の％クロスをとった (pp.
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510-20)。その結果，予選期間では，連合戦略と関係なしに全候補者が訴え

る選挙人集団（一般聴衆・大学生・実業界）がある，政党特有の固定聴衆

がある（例，共和のサービスクラブ，民主の黒人・組合），連合戦略に関連

した遊説（例，アンダーソンの学生）がある，ということが分かった (pp.

520-3)。本選挙では，聴衆への遊説割り当てが広範囲になるとともに，特

に共和は，従来民主の固定層と考えられていた集団にも遊説をするという

意味で，広範囲化ということが連合戦略を反映したものであることが分か

った (p.525)。一見，一般米国民対象に広範な訴えをなしているかにみえ

る大統領の遊説も選挙運動戦略の一環として位置づけられ，それが候補者

と選挙人，政党と選挙人との結合関係の変化を探る手掛りであることを示

した研究である。

二現職優位

議員現職の当選率の高さ等最近の議会選挙における現職優位現象 in-

cumbency effectが指摘されている。論文データは，その現象の事実とし

ての確認 (1件），そして優位現象の説明要因の研究 (5件）に分けられる。

事実確認の研究は，優位現象に疑問を呈した研究であった。

コリー(Collie,1981)は，現職の安全性safety自体を問題とした。彼は，

1952-76年の現職不在選挙区 openseatで当選して来た議員たちを世代分

割し，現職の安全性の意味につき，僅差から大差当選へと変化する現職不

在選挙区当選者の割合の増加とそれに政党間差がないこと，その傾向が

1960年代中期から生じたかどうか等を検討した (pp.121-3)。分析の結果，

一回目僅差当選者の次回大差当選者へと変わる割合は確かに増加している

もののこれには所属政党間の差がある（大統領の人気・不人気により議会

選挙が左右されるという coattaileffectsがある），僅差→大差当選のパタ

ーンをとる議員の増加傾向には規則性がない，初回僅差者の当選率の増加

がない，等のことが分かった(pp.123-9)。彼女の研究は，今現職への高い

評価があるといえども，必ずしも大差当選を保障し議員交替率を低めると
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いうことにはならない， ということを示したものである。

対して，要因論の方は，現職優位を規定の事実として展開されるが，強

いてそれらに相違があるとすれば集合データに基づくか世論データに基づ

いて要因を求めるかの間にあるようだ。

アルフォードら (Alford,and Hibbing, 1981)は， 1964-78年の下院議

員得票率に基づき，現職優位化の事実とそうなった時期の確定を研究目標

に掲げた。そして， 2 分法仮説――—当選 1 回目議員とそれ以上の者との間

で差がある，世代仮説 世代交替の結果である，という両説のテストを

行なった (pp.1043-5)。分析の結果，現職全体としての得票率上昇がみら

れるため， 2分法説は不適切である，又，新旧世代いずれの現職も得票率

を上げているから新世代議員の利益分配能力を根拠としていう世代交替説

も支持されない，と結論された(p.1064,pp. 1057-9)。結局，現職の得票率

の面での優位が確認されたものの，現職優位を説明する過去の 2説を否定

する研究であった。

次の 2件は世論データを用いた要因研究である。

クレービールら (Krehbiel,and Wright, 1983)は，現職優位を説明す

る過去の 2つの説明モデル 行動的behavioral説明，構成的composi-

tional説明の妥当性を， 1956-78年ANESの時系列データを利用して確か

めようとした。行動的説明とは，選挙人はその政党支持の強さの変化とは

独立に意思決定規則を変えて来たが，一方で現職の行動がその基準を提供

するというものである。構成的説明とは，政党支持に替わる選択基準とし

て現職が登場したというものである (pp.141-4)。彼らは現職投票率を次の

ようにして求めた。

現職投票率＝現職への投票者／（同一支持政党の現職投票者＋

挑戦者投票者＋現職への投票者＋同一支持政党の挑戦者への投票者）

分析では，無党派層の現職投票率の変動（＝構成説の検討）と政党支持全

強度層の変化（＝行動説の検討）が調べられた。その結果，無党派層が現

職投票を強める一方で全支持層にもその傾向があるこいうことを見出した
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ものの，構成説に妥当する期間は1964-68年期間のみであって，全体とし

ては行動説を採用した方がよいと結論されたのである。行動説は，選挙人

個々人からみれば政党支持とは全く独立した外的環境の変化を強調するも

のだが，それは最近の現職の議会活動・議員活動の積極化の婦結に外なら

ないものである。

マンら (Mann,and Wolfinger, 1980)が利用した世論データは1978年

ANESである。彼らは，現職の圧倒的再選理由を明らかにするために (p.

617)候補者に対する温度計評価や政党支持と現職投票との相関分析を実施

した。その結果，現職は，温度計，業績評価，好き嫌い尺度において挑戦

者より高く，現職への投票は温度計尺度における評価によって決まるとと

もに，政党支持と選好が対立する時も選好の方に従う， ということが分か

った (p.623, pp. 625-6)。彼らは，現職への選好が高くなる理由として，

現職不在選挙区や上院選挙の例と比べて現職と選挙人との接触が圧倒的に

多いことを挙げている (p.626)。

しかし，彼らやその他の研究者たちが依拠した78年ANESに問題がな

い訳でもない。

ユーバンクら (Eubank,and Gow, 1983)の意見では， 1978-80年の

ANESの研究で確認されて来た現職優位の前提そのものに疑問があり，

「回答者の投票議員候補者についての第一位回答に体系的バイアス」がある

ということであった (p.123)。彼らは， 78年のデータを操作して，①従来

の回顧的方法と異なった候補者名簿提示による回答方法，②選挙区抽出，

選挙人抽出の失敗，③現職の有利な選挙区活動等により，回答者の政党支

持に反して投票する逸脱票＝現職票の過剰があった， という諸検討点を調

べた(pp.125-6)。検討の結果，特に①の質問方法の問題について，候補者

名の回顧能力と，回答者の政党支持に反する投票とのクロス分析を実施す

ることによって，回顧が出来なかった者が現職投票を答えてしまうという

傾向を確かめた (pp.129-31)。かくて彼らは，現職票という歪みが生じた

要因として，投票の質問の前に議員の名前や接触の質問等を通じて必要以
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上に現職の情報を与えすぎたという理由を第一にあげ， 80年データにも78

年よりは弱まりながらも現職票へのバイアスが生じているということを指

摘し，質問の順序を変えるように提案した (pp.132-6, 138)。

以上は全て議会選挙を対象とした現職優位の諸研究だが，地方選挙の事

例がひとつある。

カーニッヒら (Karnig,and Walter, 1981)は，地方選挙での当落は無

作為に生ずるものではなく，全体としての現職の一括joint認否であると

する説を検討するため， 1975年中旬の市長・市議選を取り上げた。そして

現職市長の立候補の有無と市の政治構造をその説明要因として定めた (pp.

889-90)。分析の結果，政治構造の中で最大の説明力を示したものは党派制

であり，更に，市議現職立候補者数は影響しないものの現職市長の選挙の

当落が現職市議の選挙結果に影響する， ということを見出した (p.895, 

897)。彼らは，研究の中で，現職が一括落選する事例は11.7%と少なく，

現職の再選意図を挫くことは米国では困難であると指摘した。ただ僅かに，

党派制投票用紙を使う自治体において，住民の満足・不満を選挙に反映出

来るに過ぎないのである。

三まとめ

III-1表を一見すれば分かるように， 2件を除いて全ての論文データは

議会選挙，特に下院選挙に集中した研究である。これは，議会選挙研究の

みを集めたからこうなったのではなく，ケースワークや現職優位関連のデ

ータ収集過程で結果したことである。

さて，ケースワークとコミュニケイションスタイルは，表にみるように，

その選挙運動を生む要因論と，その選挙運動による選挙人への効果論と研

究方向が画然と区別される。

要因論では，まず選挙区のデモグラフィー上の特性は 1件 (Yiannakis,

1981)を除いてケースワーク，連邦支出，文書，演説（大統領）活動に効

果を生むことが明らかにされた。選挙人のケースワークによる救済認知も
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III-1表

メ―ヽ
アヘの効果の存否―] 効果の存口

選挙区民特性 議員特性 メディア等 公職種 行効~ 動・態度への
果の種類

SES 酋選歴， イデオ

゜
ケースワーク 上・下院 ＊ ＊ 

ロギー，出身地 選挙運動
域， リーダーシ
ップ

SES, 救済認 X ケースワーク 下院選挙
知，ケースワ

゜
運動

ーク満足 現職投票

゜＊ ＊ ＊ ケースワーク 下院選挙 現職投票 X 

政策反応 運動

゜SES 甘選歴

゜
連邦支出＝信 下院選挙 ＊ ＊ 
用形成 運動

＊ ＊ ＊ 連邦支出 下院選挙 現職投票 X 

運動 選挙運動費支出 X 

＊ ＊ ＊ 直接的接触． 上・下院 候補者評価

゜文書・テレビ・ 選挙運動
新聞

、り選歴落選の

゜
文書 F院選挙 ＊ ＊ 

t観的，危険性 運動

旅行程補助， 議会

゜
婦省活動 下院選挙 ＊ ＊ 

日 選挙の接 運動
近，大，統領の人

気

旅行補助，世代

゜
帰省活動 下院選挙 ＊ ＊ 

運動

聴衆0)カテゴ C) 演説 大統領選 ＊ ＊ 
リー 挙運動
------------------

------------幽---------
---------------------―ー→ →疇• 喩--------------------------------------

所属政党，当選歴 下院選挙 現職の大差当選 △ 

当選歴 下院選挙 X 

世代 X 

現職の行動 下院選挙 現職投票

゜政党支持0)弱化 △ 

温績度計評価嫌， 直接的接触 下院選挙 現職投票

゜業，好き
し) 四

！ i ANES調査 下院選挙 現職投票

゜
j 

党派制投票用紙，現職市長の ！ 地方選挙 現職の一括認否

゜
J 

当・落
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それへの要求入力となることが分かった。次に，代表や制度上の特性と選

挙運動の因果関係も，各種の選挙運動様式を条件づけることが明らかとな

った。 つまり代表の選挙運動は，選挙区の環境に応じた運動スタイル＝

home styleをとりやすいということのみならず，代表側の特性に従った選

挙人統制行動も見逃してはならないことを物語っている。

効果論の研究は少ないが， ケースワークに満足している又は現職と接触

した者についてのみ現職評価が高くて現職投票をするという結果を除いて

は，否定的結果である。 しかし同じ世論データを使って異なる結果が出た

り，世論データ，集合データとデータベースが異なると異なる結果に繋が

るというように，

る。

データと処理方法の吟味が未だ不十分な研究領域でもあ

現職優位現象の確認は若干の疑問を呈した 1件 (Collie,1981)を除いて

は多くの研究者が優位を既定の事実と見ている。 それだけに，研究者の着

眼点は要因論に集中しているが，確立した説明モデルは不在である。一つ

の傾向として，議員特性のデータに依拠する説明モデルは，当選歴senior-

ityや世代尺度による優位化の分界点の確定が争点となり，世論データに依

拠する場合は政党支持の弱化と現職の行動やそれへの評価との間の関連が

争点となっているようである。問題は， これらの優位の要因研究に媒介変

数として前項の選挙運動の多様なスタイルがどう位置づくかであろう。

殆どの研究対象公職が下院議員であるのも特色だが，地方選挙における

現職優位現象の研究が注目され始めたこと (Karnig, and Walter, 1981) 

は， 今後の公職間比較への期待を高めるものである。

第二節 リンケージ

代表の研究分野の一つとして位置づけられる代表と選挙人との間のリン

ケージ linkage研究も選挙運動研究の一部として位置づけ直すことができ

る。 というのは，代表の議会活動を制約するのが選挙過程であり，再選動

機によって代表は選挙人の政策意見と自己を一致させざるを得ないのだと
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いうリンケージ研究者の強い信念があるからである。関連して，再選動機

の他に，選挙人と代表間のデモグラフィー上の一致の結果として政策意見

の一致が生まれるのだとする記述的代表説descriptiverepresentationも

リンケージ研究で重要な地位を占めている。又，一致が主張される以上不

一致を主張する論が登場するのも当然であり，不一致を生む要因の研究も

登場して来た。

いずれにしても， リンケージ研究は，マスメディアや運動体からの影響

カの流れによって選挙人を統制するという選挙運動研究の視座に対して，

因果の方向は必ずしも明示的ではないが，選挙人側から代表への影響力の

流れを強調するものである。選挙運動のリンケージ的視点からの研究は選

挙人の代表統制ともいえ，これは広く政治参加論の一部にも位置するとい

える。それが単なる選挙人個々人の参加の心理学的研究と区別される点は，

何らかのレベルの集団が統制メディアとなり選挙過程の動態に顕在化され

るという点であろう。これをリンケージの動態分析と呼ぶとすれば，前の

一致不一致の諸研究を静態分析と名付けることとする。

検討は，静態分析，そして動態分析の順序で行なう。

ー静態分析

リンケージ研究の争点は，代表と有権者との間の政策意見の一致（デモ

グラフィックな特性においても屡々言及対象となるが）の有無の確認であ

った。論文データ中 3件が一致論， 1件が不ー論，その他 1件である。

一致論中，ポーエル(Powell,1982)は， 78年ANESの一般選挙人，ANES

の抽出選挙区の議会選挙運動寄付者，そして選出議員という 3つのサンプ

ルを使って，候補者補充と選出における選挙人の争点上の位置の重要性の

検討，代表過程に影響する諸要因の検討を行なった (p.660)。分析では，

保守ー革新位置，健康保険，少数派，雇用問題について寄付者X一般選挙

人x代表間相関係数がとられその一致度の高さが確認された (pp.664-8)。

当・落選者間の一般選挙人との相関の比較も行なわれたが，当選者の方と
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の相関が高かった (pp.668-9)。又，議員の当選歴，選挙区の競争度，投票

率等選挙区民と代表の争点立場に影響する要因を回帰させたところ，高競

争度と高当選歴が選挙区民一代表間一致を低下させるような効果をもち，

投票は一致を高める効果をもつことも確かめられた (pp.672-6)。

次の 2件の一致論は主に小卜I議を対象としたものである。

アダムスら (Adams,and Ferber, 1980)は，／州民に対する小卜I議の反応

の欠如を示した従来の研究の結果を再テストする目的で，禁酒廃止と州会

定例会制についての， 1969年のテキサス 1州民の住民投票と小卜I議の点呼投票

の対応関係を分析した (pp.202-3, p. 204)。分析の結果，住民投票と点呼

投票は非常によく一致したが，住民投票僅差選挙区の場合朴I議による選挙

区民意見の認知は困難のようで一致度が低かったということを見出した

(pp. 205-6)。彼らの研究は，選挙人と代表との観点の一致を実証したもの

と位置づけられる訳だが，不一致を言う過去の研究と異なる結論が出たと

いう理由については，それが禁酒等の顕著性の高い争点事例を扱わなかっ

たからだと説明された (p.207)。

アスレイナーら (Uslaner,and Weber, 1983)は，マス，郡政党リーダ

ー，州議，そして小卜1役人の非財政問題（死刑廃止，堕胎，武器，教員組合，

警察ー消防士組合，スト，マリファナ，の承認，等）についての立場分析

を研究目的とした (p.185)。彼らは， 1968-75年にかけて収集した各集団の

データを基にして，①デモグラフィー的にマスと類似なエリートは政策意

見で一致する，②類似化させるためにウェイト付けした 3エリート集団は

互いに相違がない，③ウェイト付け後ではマスとエリート間でも一致する，

という仮説を立てた。分析の結果，ウェイト付けしてもエリートーマス間，

エリート間の政策意見の一致は生まれなかった，政党別には民主党系エリ

ート集団の方が共和党よりマスとの一致が強かった，等の傾向を見出した

(pp. 190-2, 194)。エリートーマス間の政策上の一致は両者のデモグラフィ

ー的な一致の関数であるといういわゆる記述的代表説は否定された。ただ，

州議は政策意見上役人よりマスと一致しているという結果があるという点
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で一致論の系譜に編入されよう。

エントマンの研究 (Entman,1983)は，代表の意思が選挙人から相対的

に独立したものと想定したものである。彼は，現職の再選願望によって選

挙過程が代表のイデオロギーに影響するという従来のリンケージ研究の発

想の一つに疑問を呈し，代表のイデオロギー（信念体系）が点呼投票に影

響するという仮定を行なった (pp.163-5)。1973-75年期間中コネチカット

とノースキャロライナの小卜I議対象に調査した結果，点呼投票に影響したの

は議員自身のイデオロギーと政策立場であり，そのイデオロギーや立場は

選挙区特性（デモグラフィー，選挙区政治指向＝得票率）に影響されない

という結果を見出した(p.167, 173)。一応，両州の経済発展度に従った若

干の相違が推測されるものの，代表が選挙区民の意見から独立に自己のイ

デオロギーに従って決定行動をするため，必ずしも両者間一致は保障され

ないということを示した研究である。

最後に，クラウゼンら (Clausen,Holmberg, and dHeaven-Smith, 1983) 

の研究はスウェーデン議会を対象としたものであるが，米国の政治制度を

超えた選挙制度，政党制といった文脈変数を考慮に入れているという点で

検討に値するものである。彼らは， 1968,69年を調査期間とし，銀行，学

校，ラディオとテレビ，実業界，福祉，農業その他の政策に関する選挙人

の意見の議員による認知の正確性を研究した (p.450)。議員，選挙人への

インタビュー調査が基礎データであった。従属変数は認知の正確性尺度で

あるが， これは議員による選挙区民の多数意見の認知と実際の選挙区民の

意見の差により表された(pp.453-4)。認知の正確性を高める独立変数カテ

ゴリーとして，選挙人意見の同質性homogeneity,単極性（中立的意見が

ないこと），同一政党議員間の同質性（中央政党と選挙区政党），大選挙区

制，そして選挙区民意見の議員による認知と議員の態度との距離が大であ

ること，が取り上げられ検討された(pp.453-6)。分析の結果，大選挙区制

（比例代表制），単極性，代表ー選挙人間距離大ということが認知の正確性

を高めた， ということが分かった (p.457,463, 468)。この結果は，主に
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代表選出の制度，選挙人という代表の環境上の要因が選挙人意見代表の忠

実性→一致を確保するのに重要な条件であることを示したものである。

二動態分析

代表又は政府と選挙人とのリンクは，政策態度の一致という点でのみみ

た場合結果論に終わる場合が多い。選挙過程の動態的コミュニケイション

の流れが一致・不一致を決めてゆくという観点では静態分析と区別された

動態分析が必要である。前章と第三章第一節までは，この流れをマスメデ. . . . . . 
ィアや政府・代表の側からの上からの流れと位置づけて来，それらの研究

事例から選挙政治における選挙人の態度形成にとってその流れが極めて重．． 
要であることも分かって来た。本項では，選挙人から代表・政府への下か

0
九

．．．． 
らの流れの研究事例を見てゆくが，メディアという観点では次の二点が重

要である。第一に，カテゴリー集団，近隣・友人集団，更に利益集団，政

党等，選挙人個人を政治対象にリンクさせる集団の役割が重視されている

点，第二に，政策，政府，代表というようなリンクされる対象が多様であ

る点である。論文データの検討順序は上の集団順に行なう。

まずカテゴリー集団の 2例については，ジョーンズモデルというリンク

のメカニズムの説明方法が80年代では検討対象となっている。そのモデル

はジョーンズらのデトロイト市調査において，市民の側からの政府への接

触動機や動員要因を明らかにするために提唱されたもので，彼らのモデル

は，市民の政府接触と居住地域の社会的生活状態の安定との間の関係が放

物線を描くというものであった。その際，政治の役割に関する市民の〔自

覚awareness〕は生活状態と正の関係にあり，政府サービスの〔必要needs〕

性は負の関係にあるため，生活状態の両極で接触が低く中位で高いという

結果となるというものであった (Vedlitz,et al., 1980; pp. 51-2)。図示す

ると， IIl-1図のようになる。

「必要ー自覚」モデルについては以下のように賛否論がある。

ベドリッツらは，このモデルを二つの市と複数争点について比較追試を
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III-1図
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した(ibid.)。彼らは， 1975年

のダラス市とヒューストン市

の市民要求ファイルを資料と

して使い，地域別の生活状態

（平均家賃，世帯所得メディア

ン）と市政府への接触数との

相関を調べた (pp.54-5)。彼

らは，ジョーンズらの放物線

モデルを Y=a+b1X-bぷ2

(Y=接触数， X=生活状態）

という式と見，別に Y=a+

bXという線形モデルを設定し，両者を二市の事例に適用し比較した。分析

の結果，第一式では常に b1の符号が正となり b2の符号が負となるという

ことも見出されず，統計的有意性も殆ど見出されなかったが，第二式の b

は常に負となり殆んど有意であった (pp.56-9)。その他，デトロイト市調

査のデータの性格と二市のものとの対応性，接触領域の比較等の検討を通

しても，「デトロイトで見出された分布は普遍的には適用出来ない」 (p.67) 

ことが分かったのである。

一方，シャープ(Sharp,1982)は，このモデルをウィチトー市の世論調

査 (1980年）でテストした (p.llO)。分析の結果， SESが高くなるほど接

触が多い，特定の接触については SESとの放物線関係は残るが，全般的接

触では SESとの強い直線的関係があるということ (p.ll3)を証明した。

シャープの研究結果では，線形の符号がベドリッツの研究と逆になってい

るが，ジョーンズらのモデルの全否定ではない。

以上の二件は SESカテゴリー集団のリンク機制を研究対象としたもの

だが，次の三件は近隣集団neighborhoodgroupsやそれに類するもののリ

ンクヘの能動的役割を研究したものである。

リッチ (Rich,1980)は，近隣団体を，集団目標の追求における集合的努

0
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力調整の制度的機構＝用具的政治制度として体系化するための概念枠組み

を提供することを研究目的とし (p.560), 次のような仮説を立てた上でイ

ンディアナポリス市 (Ind.)の近隣組織役員に調査を実施した。仮説は，富

裕又は貧困地域より中産階級の地域社会において近隣組織は形成されやす

いこと，貧困地域で形成される近隣集団ば性質上自発的となり，中産又は

上層地域の組織は強制権限をもつ構造を採用しやすいこと，であった。 (p.

576)。彼は，対象組織の構造を，法的制裁力の保有→非保有，課税権の保

有→非保有の基準で，強制的組織→自発的組織の系列に分類した。具体的

には，小規模自治体→持ち家者契約団体→政府援助近隣団体→自発的近隣

組織に対応する分類である (pp.574-5)。分析は，これらの組織構造タイプ

と地域の SES(階層，黒人居住率），組織の収入，プロジェクト当たり支出，

現物による業務遂行率，業務遂行と組織維持との間の指導者の時間配分，

長・短期資本投下率， との相関がとられてゆく形で進められた。その結果，

強制力組織の方が自発的組織よりも地域改善にむけての各種資源の効率

的・効果的利用が出来ており，実態としては低階層地域に非能率的な自発

的組織が集中しているということが認められた (p.590-1)。この研究は，

階層交差的な市民動員には政府タイプの近隣組織が望ましいことを示して

0
七

いる。

ウェザーフォード (Weatherford,1982)は，「日常の政治的相互作用で

特徴づけられる小規模近隣集団一社会的ネットワークの重要なータイプー

の政治的役割を研究」 (p.118)することを目的として， 1979年の ANESパ

イロットスタディの二次分析を行なった。彼は，選挙人を政治行動に動員

する社会的「文脈効果contextualeffects」に注目し，「地方的領域におけ

る日常の接触」環境を独立変数として設定した (p.123)。それは，個人の

社会・政治的特徴 (SES,政治関心，政党支持，イデオロギー），物理的社

会的環境としての地方領域（居住年，地元企業勤務，地元買物，教会出席，

近隣特性），そして地方住民との社会的統合度（親密性，友人期間，接触度）

で構成されている (pp.125-6)。従属変数の方は，政治化（日常的政治議論
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のための近隣接触数・割合と近隣接触の党派性認知能力），政治議論風土（ネ

ットワーク成員との政党支持の同質性，政治問題についてのネットワーク

の合意度認知），そしてネットワークの党派構成である (p.124)。両者の相

関を分析した結果，①SESと政治関心はネットワークの政治化に寄与する

（上層階層を除く），②地方領域も寄与する，③統合度は寄与しない， とい

う結論を得た (pp.128-30)。又，別の分析の結果，ネットワークの政治化

度は争点態度や大統領の実績評価に強く影響することも分かった (pp.136 

-7)。

ブラック (Black,1982) は，選挙人の政策意見形成は，「人々が，その

行動の承認について状況を定義するため友人や関係者に助言を求める」社

会過程によって行なわれる (pp.169-70)と考え， 1972-78年の全米調査に

基づいて分析を行なった。その際彼は，日常的に友人から助言を求められ

るか，最近求められたかという基準を設けて，サンプルを最近助言者

Recent Advisors, 潜在助言者 Potential Advisors, 非助言者 Non-

Advisorsの3集団に分け，各集団の政治参加，政策意見変化を分析した

(pp. 170-1)。その結果，この集団の順に政治参加が低下する一方，政策意

見の変化もこの順に遅くなっていくということが分かった (pp.171-5)。裏

返して言えば，最近助言者が早期に政策意見を固め，それ以下の集団に対

して意見変化を促してゆくという過程が想定されている訳で，オピニオン

リーダーの存在を再確認した研究であるといえる。

利益集団の事例がひとつある。

ハーンドン (Herndon,1982)は，財界と労働界の下院選挙候補者への寄

付の目的とその目的の寄付者間相違を，それらの団体にインタビューする

ことにより明らかにしようとした。仮説は，財界が現職へのアクセスを強

調し候補者の実績records(又は政党）を問題としないで寄付を行なうのに

対して，労働側は，組織防衛の為現職へのアクセスとその実績の双方を強

調して寄付を行なうとともに，選挙の競争が激化すると財界はその傾向を

強め，労働は実績重視に向く，というものであった (pp.1000-4)。候補者

0
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0
五

への寄付額を従属変数とし，現職への選挙運動寄付（＝アクセス），政党（財

界の場合共和党・労働の場合民主党＝実績）を独立変数とする回帰分析を

行ない，それを更に選挙の競争度別に行なってみた。その結果，競争度が

中位以下の選挙では上の傾向が見出されたが，競争が激化すると両団体と

もレコード重視となる傾向が見出された(pp.1003-10)。少なくとも，財界

は通常の選挙では寄付行動において現職とリンクするが，競争的選挙では

両団体とも自分の支持政党を助けようとする政党リンク動機が勝るという

結果を示す。

政府とマスとの間をつなぐ政党のメディアとしての役割については，モ

ンローの研究 (Monroe,1983)が見られる。彼は， 1960-80年の，各種世

論データ，共和党と民主党の政綱，そして立法や行政・司法の決定事例と

いう 3つのデータを使うことにより，マスと政府に対する政党の役割の実

証分析を課題とした(pp.28-9)。その際，従来の，責任responsible政党論

（政党が選挙人に政策選択肢を提案する），空間spatial理論（マスがその意

見に近い政党を選択するが，政党は得票増大の為マスの意見分布の中央点

を採択しがち），そして亀裂cleavage論（政党はマスの意見に従うが，対

立諸要因と区別される立場をとる）という従来の米国政党に関する仮説も

テスト課題とした (pp.27-8)。分析の結果，政党はマスの多数意見を採用

する，変化への選好でマスと一致する，対立争点で政党間が対照的となる，

少数派争点も取り上げる (pp.32-3)等の点でマスヘの政党の一致が認めら

れる（＝空間理論）とともに，マスの間での亀裂が政党間亀裂にも反映し

ている（亀裂論）ということがいえた (p.33)。他方，政綱と政策出力（立

法）との関係では世論分布から独立しているということも見出されたため

(pp. 36-8), そこでマス→政党，政党→政府という政党のリンク役割が推定

される訳である。

三まとめ

リンケージ研究では，因果の方向が選挙人→代表に設定されているが，
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III-2表

•致又は削10対象 (I I的） •致又は動員の条件
メディア 公職種 一致や動員の

選~[刈心；代表等 選挙区民 i代表等 集団等 存否

＇ 
ff~ 、1,\1'.、 l·.OJ位 i情 投票率 下院 一致

選米杯．民省付者代表 i当落

顕~:な／釦，I/、

住民投槃 : ,t.1,(呼投槃 競争度 朴I議 一致
： 

政策意見 SES : SES 、州議等 △ （小I、|議のみ
一致）

マス ；郡政党リー
；ダー，小l・I議，
:、1-1、1役人
： 
；、点呼投票 ：イデオロ が,,,議

゜選平区特性： ：ギー，政 X 

：策立場

政府統制政策
： 

議会

゜選挙人意見：選挙人意見 同極質性 ；議性員間同 （スウェ
：の代表認知 単性：質 ーデン）

！選挙区制
---------------―: ----------------------------_,_―----→ ------ 疇--------疇＂響.----------------------------------

: r11政府 生活状態： カテゴリ 線形の動員関

： 
ー集団 係有

： 

！市政府 SES カテゴリ 放物線・線有形
ー集団 いずれも

資源の動員 SES 各種近隣 動員強には組織相： 組織 の制力と： 
関

政治化ー争点態度・大統 地方環境 i 近隣集団

゜領業績評価

参加・政治意見 助言者各 助言者集団間
層 のコミュニケ

イションの効
果有

寄付（アクセス・レコード） 選挙の競争度 利益集団 下院選挙

゜意見 政綱党 政決定 政党 空間理論・亀
選挙政 府 裂論支持
区民
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方向が潜在的の場合と顕在的の場合とで静態ー動態分析に分けられた。

静態分析での特色は，米国でば州議非選挙時を研究対象として設定する

ことが多い，因果の方向が不確定のため選挙区民外変数も説明変数として

求められがちである， マスー代表では政策意見一認知，住民投票一点呼投

票等という対応ターゲットがある，等である。米国の例では， マスー代表

間不一致を確認したのはエントマンの研究 (Entman,1983)のみであり，

80年代は一致説が多いといってよい。

動態分析も非選挙が対象となることが多いが， リンク対象が地方政府で

あったり (Vedlitz, et al., 1980, Sharp, 1982), 候補者又は政党であったり

(Herndon, 1982, Monroe, 1983) 

対象が消失し下位集団レベルの相互作用が見出されるだけである。にもか

して不定となるか，近隣集団の研究では

かわらず，選挙人による代表統制の重要なメディアとしての社会集団の潜. . 
メディアや代表へのアジェンダ設定，議員活動の筋在力は無視出来ない。

道立て，政策上の態度一致への影響力の行使という点に正当に動態過程が

位置づけられるべきである。

余り見出されない。

しかし，統制ターゲットを明確にした研究は

結 論

1
0三

テーマ編を結ぶにあたり，本研究に際して収集した80年代論文データの

性格の概略と，選挙運動とメディアに関連した公職別仮説化の中間的な整

理を行なっておき，将来の研究の踏み台としたい。

論文データ収集基準は米国80年代政治学・マスコミ研究関連雑誌中の選

挙・政治とメディアとの関係をテーマとする実証研究を伴ったモノグラフ

ということであった。 しかし， 日本の孤独な研究者によるデータ収集には

収集能力，処理速度，信頼性に大きな問題があることはいうまでもない。

母集団が 5雑誌という狭い範囲になったのもその結果である。更に，

6 -1-103 (香法'86)
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年については未着分もあることから大幅にケース数がダウンした。以下の
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結— I 図

論文テータ数の時系列変化

データの特性記述にはかかる制約が

反映していることに注意しておく必

要がある。
40 r 
35 

30 

論 25I 
20 21 

文 20

数 15

I 0 

゜1980 1981 1982 

年

結ーII図

文献の種類

'9 
結ーIII図

公職号lj論文分類

結ーIV図

研究テーマ分註

DIii ..  

Q 

● 論文数

29 

1983 1984 

論文データ数の年度別内訳は結一

I図に掲げた通りである。図は前述

の通り84年に少なくなっているとい

うことと，著者の収集能力を示して

いるということの外に， 81,,...___,83年に

かけて研究者達の選挙運動への関心

が絶対数で増加しつつあることを示

している。

・選挙

□ 非選挙

．＇大統領
□ i義会
■ 州・地方
臨§異種公職

雹政台一蛉

■ 釦童過程

ケースが少ないため各年度でパー

セントをとるのが殆んど意味をなさ

ないので，全年度にわたり文献種類

別，公職別，テーマ別，そしてテー

マカテゴリー別の割合を図示したも

のが結ーII,,...___,V図である。

結ーII図「文献の種類」では選挙

関連が約70%を占め，選挙外政治を

扱ったものが30%であることを示

す。ことメディアと政治というテー

マを設定する以上，選挙政治から素

材をとる傾向が圧倒的である。

□受容過程 結ーIII図「公職別論文分類」は，

・選挙運酎一般 大統領が約31%,議会と小卜1・地方が ° 
23,....__,25%というように，大統領が若

干多いようである。唯，この場合，

モノグラフ中のデータがANESの
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結―V図

テーマカテゴリー分類
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結ーVI図
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結ーVII図
25 
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15 

10 

鯛査年j)lj綸文データの変遍

23 

゜1970以前 1974 1976 1978 1980 1982 1972 1975 1977 1979 1981 

講査年

● 論文数

1983 

結ーVBI図

30 

25 

゜
論 20

文 15

数 10

1980 1981 1982 1983 1984 

年

● 伝ii過程
Eコ受客過程
● 遍動一般

ように単に大統領選挙のと

きに収集されたものを使っ

ていても大統領のカテゴリ

ーに入れてあることに注意

すべきである。公職間の相

違を念頭においた研究は，

単一公職を扱った場合でも

極めて少ない。公職間比較

を意図した異種公職の研究

例は僅かに 2%だ。

結ーIV図「研究テーマ分

類」は，本章の章立てに含

まれた論文データにほぽ対

応し（文中に登場しなかっ

たデータもある），結—V図

が「テーマカテゴリー分類」

が節立てに対応する。即ち，

研究テーマは，研究者達間

でほぼバランスのとれた形

をしているが，受容過程に

相対的に多くの関心が集ま

っている。メディアの選挙

人への効果測定というのが

研究者の関心事項である，

といえる。しかし，カテゴ

リー別にみると，テーマ領

域内は必ずしもバランスの

とれたものではない。伝達
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結ーIX図

論文数の時系列変化（メディア ~11)
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●
D
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一

過程では報道スタイル，受

容過程では態度への影響，

そして選挙運動一般では現

職選挙が主たる争点であ

る。研究対象メディア別分

類は結ーVI図に示してあ

る。放送メディアが印刷メ

年 ディアを10%上回ってお

り，テレビの新聞に対する優位を物語るものであろう。しかし，放送・印

刷両メディアの研究が25.3%と大きく，中に含まれるメディア一般又はメ

ディア種間比較に関心がもたれはじめていることを示そう。政党，圧力団

体，近隣集団等の人的メディアも18%とかなり大きな割合を占めるが，全

選挙運動のメディアの内では少数派である。人的メディアの選挙運動にお

ける役割の小ささを示すのか，研究者達の関心の低さを示すのかは分から

ない。

データの時系列的性格は結ーVII,...._.,IX図に示されている。

結ーVII図の調査年度別収集データは，研究発表年で制御するよりよく研

究の実態を示すものである。一つの傾向を指摘すれば， 1976,80年と大統

領選挙年にデータ収集が集中しているということがあげられる。第二に，

74, 78, 82と議会選挙年を比較すれば， 78年に18件と異常に集中している

のが明確である。 ANESを中心に78年に議会選挙のインテンシブな調査が

行なわれ議会選挙への関心が集中したことを示す。

結ーVIII図の研究目的別の変化では，受容過程の研究が増える傾向にある，

伝達過程が82年に通常の 2倍化している，選挙運動一般が80,83年と多い

等が示される。結ーIX図のメディア別の変化では，印刷メディアが83年か

ら減少傾向にあるとともに，放送メディアが増え，更に放送・印刷両メデ

ィアの研究が大きく伸び始めた。新聞の内容分析一本の研究から，放送メ

ディアの内容分析も行なわれるようになり，メディア間効果の相違を明ら

0
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かにする研究が増えて来たことを示している。

さて，本稿の課題は，選挙とメディアに関連する米国の諸知見を日本に

も適用可能な形で公職別に制御するということであった。一応の整理は各

節の「まとめ」で行なって来たが，ここで更に表現上の整理を行なってお

く。

基準 米国に関するもののみ。選挙運動又は選挙に関するもののみ。

【 】内は他のことばで互換可能。（文中【ある，ない】など矛盾

する表現をとるものは，データ中に出現した結論を並記したためで

ある）。

（……）は自由に選択する互換対象（例えば，メディア（……）であ

れば，（……）内は，新聞やテレビに換えうる）。

0数字は論文データ対照番号（データ編にも対照）。

(A)一~大統領又は選挙一般ー一

(A)-1 【新聞】による【大政党】に対する【政治的バイアス】は【ない】

⑱ 

(A)-2 【メディア（……）】による【POLL報道】は【競馬誓喩】で【あ

る 】⑨

(A)-3 【ワイヤーサービス】による【選挙報道】は【主体的】で【ある】

⑬ 

(A)-4 【新聞】による【争点報道】は【特定問題（……）】が【多い，

少ない】 ⑱，⑱，⑲ 

(A)-5 【テレビ】による【debate報道】は【態度（……）】に【効果】

が【ある，ない】 ⑳，⑲ 

(A)-6 【メディア（……）】との【接触（……）】は【一定の条件下（無

条件）】で【態度（……）】に【効果】が【ある，ない】

⑰，⑭，⑰, ⑭，⑪，⑮，⑩ 

(A)-7 【メディア（……）】への【依存（……）】は【一定の条件下（無

条件）】で【態度（……）】に【効果】が【ある，ない】
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⑬，⑳，⑯，⑱，⑯，⑬ 

(A)-8 【遊説割り合て】は【聴衆（……）に対する選挙戦略】が【要因】

で【ある，ない】 ⑲ 

(B)—議会選挙運動又は選挙―

(B)-1 【メディア（……）】による【宣伝】は【態度（……）】に【効果】

が【ある】 ⑱，⑳ 

(B)-2 【選挙区民特性等（……）】又は【議員特性等（……）】は【ケー

スワーク等（……）】の【要因】で【ある，ない】

⑩，⑲，⑭，⑱，⑮，@ 

(B)-3 【ケースワーク等（……）】は【現職投票等（……）】に【効果】

が【ある，ない】 ⑱，⑪，⑮，① 

(B)-4 【選挙区民特性等（……）】又は【議員特性等（……）】は【現職

投票（……）】に【効果（……）】が【ある，ない】

⑯，③，⑰，⑪，⑳，⑬ 

(B)-5 【選挙の競争度（……）】が【利益集団（……）】の【特定の寄付

スタイル（……）】の【要因】で【ある】 ⑫ 

(C) 小卜1・地方公職選挙運動又は選挙

(C)-1 【メディア（……）】による【選挙運動報道（……）】は【主体的】

【でない】 ⑬，＠，⑳ 

(C)-2 【メディア（……）】による【宣伝】は【争点数（……）】が【多

ぃ，少ない】 ⑳ 

(C)-3 【メディア（……）】との【接触（……）】は【一定の条件下（無

条件）】で【態度（……）】に【効果】が【ある，ない】

⑥，⑱，⑬ 

(C)-4 【選挙区民特性等（……）】又は【議員特性等（……）】は【現職 九
八

投票（……）】に【効果（……）】が【ある，ない】 ⑬ 

尚，政治一般や非選挙とメディアとの関連の研究結果の仮説化は除外し

たが，今後の課題としたい。
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